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1は じ め に
わが国における財務会計の歴史を振 り返るとき,2つ の大 きな変革期があっ
たように思われる。1つは和式帳合法が西洋式複式簿記に交代 した時期であり,
もう1つ は近代的な財務会計制度が確立 した時期である。それぞれの時期 を象
徴す るのは明治6年(1873年)と昭和24年(1949年)といえよう。
染谷恭次郎氏は,日 本の経済発展に貢献 した会計上の2つ の重要な出来事 と
して,「1800年代の後半における日本固有の簿記法から西洋式簿記法への転換i」
と,「第二次世界大戦後の受託責任指向の財務報告か ら投資家指向の財務報告
への転換1)」をあげている。しか も,それらは日本の会計革命 と称 されている。
1)染谷恭次郎 「日本 における会計革命」『会計』第134巻1号,昭和63年7月,3ペ ー
ジ。
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現代の財務会計 を眺めるとき,か な り大 きな変革が起 こりつつあるように思
われる。その契機 になったのは平成17年に制定された会社法である。会社法は
財務会計の内容に強烈な影響を与えている。財務会計が法の制約のもとにおか
れるのは当然であるにしても,多 くの会計研究者 はその影響力の強 さに戸惑い
を感 じている。
本稿の目的は会社法会計の基本的な特色を明らかにすることにある。会社法
会計は現代財務会計の中心的な位置 をしめている。特色 を考察するにあたって,
わが国における歴史的変遷に特に注 目するように心掛けた。変遷論の視点 とい
うのは過去の歴史 を振 り返 りなが ら検討することを意味する。
2現 代財務会計と会社法
(1)財務会計の構成要素と会社法
会社法は平成17年7月に公布 され,18年5月から施行された。会社法に統合
されたのは,商 法の会社部分,商 法特例法(株 式会社の監査等に関する商法の
特例 に関する法律)お よび有限会社法である。会社法が財務会計のどのような
部分に影響 を与えたかを概観 してお くことは大切である。 とりあえず,財 務会
計の構成要素別に影響 を明らかにしておきたい。財務会計の構成要素 としては,
①財務諸表 を中心にして,② 複式簿記,③ 企業,④ 外部の利害関係者,⑤ 会計
基準,お よび⑥会計監査の6つ をあげることができる2)。
企業について,会 社法では株式会社 と持分会社(合 名会社 ・合資会社 ・合同
会社)に 分けて規定 されている。株式会社 についていえば,定 款自治を尊重す
る見地か ら,機関設計 をかな り自由にできるようにな り,多様化 した。財務会
計制度 と密接 な関連 をもつ大会社かつ公開会社については,取 締役会 ・監査役
会 ・会計監査人の組合わせと委員会設置会社の2つ の選択肢が可能である3)。
2)渡 辺和夫 「財務会計の構成要素 とその起源」『商学討究』第57巻1号,平 成18年
7月,2-4ペ ージ参照。
3)神 田秀樹著 『会社法入門』岩波書店,平 成18年,56ペー ジ。
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大会社 とは資本金5億 円以上または負債合計200億円以上の会社 をいい,公 開
会社 というのはすべての種類の株式について譲渡制限のある株式会社以外の株
式会社をいう。
財務諸表のうち決算時に作成する個別財務諸表 として,会 社法および会社計
算規則はつ ぎの計算書類 をあげている。
会社法(第435条第2項) 会社計算規則(第91条第1項)
貸借対照表
損益計算書
株主資本等変動計算書
個別注記表
これらに附属明細書を加 えた5つ が会社法上の財務諸表に相当する。利益処
分案(損 失処理案)と 営業報告書が計算書類から除かれ,株 主資本等変動計算
書 と個別注記表が加えられた。貸借対照表の資本の部が純資産の部に変更され,
その構成は複雑 になった。損益計算書の最終行が当期未処分利益から当期純利
益に変更された点は,歴 史的に重要 な意義をもつと思われる。わが国の損益計
算書は伝統的に変則的な形式で作成 されてきたからである。なお,キャッシュ ・
フロー計算書が含 まれていない点は会計の見方と相違する。
会社法の制定により,複式簿記の記帳システムに変化は見 られない。ただ,
会計処理が複雑 になったことにより,仕訳の見直 しが必要になるであろう。会
計情報の提供面では電子化が一層推進 されることになった。外部の利害関係者
には柔軟 な対応が求められることになる。また,会 社法は内部統制 システムの
整備状況を開示す ることを大会社に対 して義務づけた。この点は会計監査を充
実させるうえできわめて有効な措置 といえよう。
会計基準と会社法の関係は特に重要であるところか ら,つ ぎにまとめて論 じ
ることに したい。
(2)会計基準に関する会社法の規定
会社法第431条は,会 計の原則 として, 「株式会社の会計は,一般に公正妥当
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と認められる企業会計の慣行 に従 うものとする」 と規定 している。これは平成
17年改正前商法第32条第2項,「商業帳簿ノ作成二関スル規定ノ解釈 二付テハ
公正ナル会計慣行 ヲ斜酌スベシ」 という規定に該当する。 この規定が昭和49年
に新設 されたとき,「斜酌」規定にするか 「準拠」規定 にするかで大いにもめ
たことはよく知 られている。
第431条については2つ の表現の変更が行なわれている。第1に,「掛酌」を
「従 う」 と,よ り強い表現 に変更 してお り,第2に,「 規定の解釈」 に関する
規定 とされていたものを 「株式会社の会計」に関する規定に変更 している。 し
かし,ど ちらも実質的な規定内容が変わるものではない といわれている4)。
会社法にあるのはこの規定のみである。資産,負 債および純資産の価額等に
関する会計基準の詳細 は,会社計算規則に委任されている。 このような規定の
仕方は,平 成14年の商法改正によって評価規定が削除され,旧 商法施行規則に
委任されたときに始まる。稲葉氏の表現によれば,「会計基準の根幹は,法 律
で定めるという取扱いは,廃絶 された5)」ことになる。
会社計算規則は資産の評価規定に関して旧商法施行規則 と異なる規定の仕方
をした。郡谷 ・和久編著ではつぎのように説明されている。
「会社計算規則においては,資産の評価規定について,資 産の分類に応 じた
評価規定を設けることはせず,資 産一般に関する規定を設けたうえで,会 計基
準等により特殊な評価が認められる資産についての特則を設けるという規定の
設け方をしている6)。」
資産評価の通則は会社計算規則第5条 で規定され,負 債評価の通則は第6条
で規定された。各条の第1項 によれば,資 産は取得価額,負 債は債務額で評価
されることになる。本稿では,資産 ・負債のすべてに言及する余裕がないため,
特 に注 目したい変更点として,① 繰延資産,② 引当金,お よび③のれんの3つ
4)相 澤哲編著 『新 ・会社法の解説』商事法務,平 成18年,122ペー ジ。
5)稲葉威雄著 『会社法の基本 を問う』中央経済社,平 成18年,144ペー ジ。
6)郡谷大輔 ・和久友子編著 『会社法の計算詳解 一 株式会社の計算書類か ら組織再
編行為 まで 一』中央経済社,平 成18年,15ペー ジ。
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を取 り上げることにしたい。
繰延資産については従来からの限定列挙方式を止め,規 定 を全面削除した。
償却規定 も無 くなった。繰延資産に関する規定 としては,第106条第3項 第5
号 により資産に計上できる旨が示されているだけである。繰延資産の計上と償
却 は会計基準にすべて委ねられたことになる。
引当金については,第6条 第2項 第1号 で計上根拠を示 し,退職給付引当金
と返品調整引当金が例示されている。計上根拠については,将 来の費用 または
損失(収 益の控除を含む)の 発生に備えて,そ の合理的な見積額のうち当該事
業年度の負担 に属する金額を費用 または損失として繰 り入れることによって計
上すべき引当金,と 規定されている。その内容は 「法的債務性 を有するか有 し
ないかを問わないもの と解 され7)」ている。従来の規定が法的債務 性を有 しな
い引当金規定であったことを考えれば,会社法上の引当金は会計上の引当金に
かな り接近 したことを意昧する。ただし,貸倒引当金は含 まれない。
なお,条 文中には 「株主に対 して役務を提供する場合において計上すべ き引
当金 を含む」 とい う文言が見 られる。これは 「創設的な意味ではなく,役務の
提供の相手方が誰であるかにかかわ らず(例:株 主に対する株主優待),費用 ・
損失の発生または収益の控除が見込まれることによ り引当金を計上すべ き場合
には,適正な価格を付すことがで きることを注意的 ・確認的に規定 したもの8)」
といわれている。
のれんの計上 について,旧 商法施行規則では,「有償で譲 り受け又は吸収分
割若 しくは合併により取得 した場合」に限って認められ,5年 以内に償却する
こととされていた。会社計算規則では,第11条に通則を設けたあ と,吸収合併,
吸収分割,株 式交i換,新設合併,新 設分割,株 式移転および事業の譲受けに分
けて,詳細に規定されている。ただし,償却に関する規定は設けられていない。
組織再編行為によって,の れんが発生するケースはきわめて多様化 した。その
7)弥 永真生著 『コンメンタール 会社計算規則 ・改正商法施行規則』商事法務,平
成18年,133ペー ジ。
8)郡 谷大輔 ・和久友子,前 掲書,25ページ。
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うえ,資 産に計上する正ののれんだけでなく,負債 に計上 される負ののれん も
想定されている。
3会 社法会計の特色
(1)会計規制の弾力化
一般企業 を対象 とした法による会計規制は,商 法がはじめて制定された明治
23年まで遡 りうる。いわゆる旧商法では資産評価の一般原則 として時価主義が
採用された。その後,時 価以下主義か ら取得原価主義へ と推移 して きた。第二
次大戦前には会計基準が存在 しなかったために,法の論理が優先するとともに,
計算規定 もごく少数に過ぎなかった。
商法と会計基準の対立が生まれるようになったのは主 として戦後のことであ
る。会計基準が設定 され,計 算規定 との違いが鮮明になった。法の論理 と会計
の論理は摩擦 を生 じるようになった。昭和37年に会計基準を大幅に取 り入れた
商法改正が行 なわれ,38年には計算書類規則 を制定 して財務諸表の様式が規定
された。
商法計算規定と会計基準の対立がかなりの程度解消 されたのは昭和49年の改
正時といえよう。それは双方の歩み寄 りにより実現 した。 しかし,そ の状況は
長続 きしなかった。会計基準が絶えず進化 を続けたのに対 し,計算規定を改正
してそれに対応することは容易でなかったからである。平成14年以降,商 法自
体の改正ではな く,法務省令の改正によって対応す る体制が採 られるように
なった。法による会計規制は強化か ら協調に姿勢を転 じ,会社法では一層弾力
化が進め られるようになった。
繰延資産 と引当金のケースにはこのことがよく当てはまる。繰延資産は昭和
13年の商法改正ではじめて認められるようになり,その後,徐 々に増加 した。
研究開発費等の会計基準が設定 されたことにより,計算規定 との不一致が生 じ
た。しか し,会社法において弾力的な対応が可能になったことから,再 び一致
することになると思われる。 また,引 当金規定は昭和37年に設けられたもので
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あ り,長い論争のすえ,昭和56年の商法改正で会計基準 と調和するようになっ
た。会社法はそれをさらに会計基準 に近づけるような規定にした。
他方,の れんは昭和37年の商法改正で規定化 され,若 干手直 しされたのち,
会社法ではきわめて複雑な規定に一変 した。のれんには会計規制の弾力化 とい
う特色は当てはまらない。そのように複雑な規定になった背景には,会 計基準
を忠実に条文に反映させ ようとしたことがあげられよう。
さらに,追 加的に指摘 してお くべ き特色があげ られる。会社法は現行の会計
基準を取 り入れるだけでな く,近い将来,会 計基準になると予想 される基準 に
ついても言及 している。具体的には2つ の例をあげることがで きよう。1つは,
株式交付費を資本金等増加限度額から控除す る可能性を認めた会社計算規則第
37条第1項 第2号 である。株式交付費は新株の発行または自己株式の処分に係
る費用であ り,従来は新株発行費 として繰延資産に計上するか,あ るいは費用
処理される項 目であった。それを資本か ら控除する会計実務は,ま だわが国で
行 なわれていない9)。いま1つ としては,会 社計算規則第126条で規定 してい
る包括利益があげられる。いずれも外国における実務を参考にして先取 りした
内容になっている。
(2)剰余金分配規制の複雑化
商法会計の中心規定 として,改 正前商法第290条第1項 は配当可能利益 もし
くは配当可能額の規制 を行なってきた。会社法では第461条第2項 が剰余金の
分配可能額を規制している。両者の間にはさまざまな違いが見 られる。一方は
年1回 の決算にもとつ く利益配当を規制の対象 とするのに対 し,他方はどの時
点においても,ま た何回でも可能な剰余金の分配を規制の対象 とす る。後者で
剰余金の分配 と称 されているのは,剰 余金の配当と自己株式の取得 を一元的に
規制 しているためである。
秋坂氏によれば,「会社法の分配可能額と比較する改正前商法の配当可能額
9)弥永真生,前 掲書,228ペー ジ参照。
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は,改 正前商法290条1項の配当可能額ではなく,改正前商法293条ノ5第3項
の中間配当可能額 である10)」といわれる。中間配当可能額規制の方が会社法
における剰余金分配規制に近似す るというわけである。
剰余金分配規制を考察するうえで重要な点は,つ ぎの8つ の概念 を明確に区
別することである。
資本剰余金
?
??? 資本準備金 その他資本剰余金
利益準備金 その他利益剰余金
???ー
利益剰余金
会社法は 「準備金」と 「剰余金」の用語を主として使用する。準備金は資本
準備金と利益準備金の両者を含み,剰余金はその他資本剰余金とその他利益剰
余金の両者を含む。分配可能額は基本的に剰余金部分になる。
分配可能額を規定する第461条第2項は,下記の①と②の合計額から③ない
し⑥の合計額を減じた額になる11)。
① 剰余金の額
② 臨時計算書類につき承認を受けたつぎの額
イ 臨時決算の期間の利益として法務省令で定める各勘定科目に計上した
額の合計額
ロ 臨時決算の期問内に自己株式を処分した場合におけるその自己株式の
対価の額
③ 自己株式の帳簿価額
④ 最終事業年度の末日後に自己株式を処分した場合におけるその自己株式
10)秋坂朝則 「剰余金の分配可能額の計算構造 とその問題点(上)」 『企業会計』第58
巻12号,平成18年12月,113ページ。
11)渡辺和夫著 『財務諸表論の基礎i(五訂版)』税務経理協会,平成17年,192-193ページ。
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の対価の額
⑤ ②に規定する場合における臨時決算の期間の損失の額 として法務省令で
定める各勘定科 目に計上 した額の合計額
⑥ ③④⑤のほか,法 務省令で定める各勘定科 目に計上 した額の合計額
要するに,分 配可能額は,剰 余金,臨 時計算書類関係,自 己株式関係および
法務省令関係 によって基本的に規定されることになる。これらのうち,① の剰
余金の額については,別 に第446条に詳 しい規定がある。
従来の規定と異なるのは,臨 時決算 日までの利益 または損失を加減 しうる点
にある。臨時決算 日とは,最 終事業年度の直後の事業年度に属する一定の日を
いう。すなわち,決 算 日か ら臨時決算 日までの損益が剰余金に加減されること
を意味する。
⑥の法務省令関係については,会 社計算規則第186条で規定 されている。た
とえば,の れん等調整額の減算(同 条第1号),そ の他有価証券評価差額金お
よび土地再評価差額金の減算(同 条第2号,第3号),連 結配当規制適用会社
に係 る減算(同 条第4号),300万円規制(同 条第6号)等 が示されている12)。
ここでは 「のれん等調整額の減算」 と 「300万円規制」について簡単にふれて
お くことにしたい。
のれん等調整額というのは,の れんの2分 の1お よび繰延資産の合計額 をい
う。 これ らが資本等金額(資 本金および準備金の合計額)よ りも多い ときに規
制が加 えられる。ただし,の れんと繰延資産の取扱いは同一でない。弥永氏 は
つ ぎのように解説 している。
「のれん等調整額のうち資本等金額でカバーされていない額のうち,繰延資
産の額 に相当する部分は,全額,分配可能額算定上,減 じなければならないが,
正ののれんの額の2分 の1に 相当する部分については,そ の他資本剰余金の額
を上限として,分 配可能額算定上,減 ずれば足 りるものとされている13)。」
12)手塚仙夫 「剰余金分配規制 と分配可能額の算定」『企業会計』第58巻6号,平 成18
年6月,49-51ページ。
13)弥永真生,前 掲書,815ペー ジ。
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300万円規制というのは,純 資産額が300万円以下になるような剰余金の分配
を認めないとする規制である。
以上,剰 余金分配規制の基本的な内容 について説明 してきた。その内容がき
わめて複雑な構造 になっていることは明らかであろう。
4む す び
会社法会計の特色 として,弾 力化 と複雑化 という2つ の面が強調された。前
者 は会計基準に対する弾力的な対応の側面であり,具体的には繰延資産と引当
金があげられる。貸借対照表の純資産の部の構成に して も,新 しい会計基準 と
歩調を合わせて取 り入れ られている。そこでは法の論理が後退 したといえよう。
後者の複雑化 という側面は,の れんの規定の仕方および剰余金の分配規制に典
型的にあらわれている。複雑で精緻な規定を設けるとい うことは規制強化につ
ながる。そこには法の論理が強 く支配 している。
会計基準 は今後 ますます複雑かつ精緻化の方向に進むと予想 される。しかし,
複雑でわか りにくい会計基準が適切であるとはいえない。 もっと単純で有効な
基準を模索することを考えるべきであろう。会社法の規定についても同様のこ
とがいえよう。
今回の会社法の制定ならびに会計基準 に対する影響が第3の 会計革命 になる
と考える人は少ないかもしれない。 しかし,そ れが会計 と法の良好な関係を構
築するきっかけになるとすれば,そうした可能性がないわけではないであろう。
